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椅子からベッドに移乗する方法である。この場合、
被介護者の力が活用できていないため、介護者は、
２人分の体重を後方に移動させることになり、介護
者の腰部に負担がかかっている状態にあるといえ
る。
次の介助方法は、タオルを使いベッドから車椅子
へ二人で移乗する方法である。写真23，24では介護
者がベッドサイドでベッド側に体を前屈しながら重
心を移動し、被介護者の身体の下にひいたタオルの
角を持ち被介護者の体を持ち上げ、上半身を回旋し
ながら移乗する。この方法は、二人の介護者が一人
の被介護者を移乗しているが、介護者自身がベッド
側に前屈した状態で移乗させるため、片脚立位に近
い状態となり、姿勢を維持するために活用している
筋が、左右アンバランスの状態になっている。前屈
姿勢での一連の複合運動（介護者の姿勢保持、被介
護者を持ち上げる動き、回旋運動）は、介護者の体
幹伸展筋に三重の負担をかけていることになる。
写真23 写真24
写真25 写真26
写真27 写真28
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４）立ち上がりの介助（写真25，26，27，28参照）：
立ち上がり介助で見られた方法は、ほとんどの介護
者が被介護者の腋下に両手を入れ持ち上げることに
より被介護者を坐位から立位（下肢屈曲立位）にす
る方法であった。今回の調査では、被介護者が主体
的に起立できるような働きかけが見られず、自発的
な下肢の伸展運動が見られなかった。立ち上がり動
作では、被介護者が直立立位姿勢をとることによ
り、各関節を動かし、関節周囲の抗重力筋の働きを
促すことが出来るが、その点についても介護者によ
る働きかけについては、確認することができなかっ
た。
５）歩行の介助（写真29 ～ 34参照）：写真29，30で
は被介護者が直立立位にならず、介護者に支えられ
ながら（被介護者自身の両下肢で体重を支えきれて
いない状態）移動している。写真31では、被介護者
が介護者の手に掴まり、手引き歩行を行っている場
面である。この状況は、手関節、両肘関節、両肩関
節の支えがなく可動できる状態にあり、不安定な状
態にあるといえる。また、被介護者の立位姿勢は下
肢屈曲し、直立姿勢にない状態である。歩行の開始
は直立立位が重要となる。立位をとり、立位を保持
する筋肉の収縮を促し、全身の抗重力筋の緊張を高
め歩行の準備が整う。このような点を意識した働き
かけについても確認することができなかった。写真
32では、手引き歩行している被介護者が頭部下垂し
ている状態にある。写真33，34では不安定な杖歩行
の利用者に対して、介護者の介護のポイントは手と
上肢に対してであった。
６）その他（写真35 ～ 36参照）：車椅子を使用して
いる利用者が、立位を保持する場面で、両膝関節が
屈曲する様子があるにもかかわらず、伸展する動作
が見られず、下肢での体重支持が難しい症例が多数
確認できた。
写真29 写真30 写真31
写真32 写真33 写真34
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５．考察
１）図１で示したように、てこの原理で考えると、
負荷の重さＧを持ち上げるとき、発揮すべき力の大
きさはＦ＝Ｇ×Ｒである。負荷の重さＧが変わらな
い状況で、Ｆの大きさはＲと正比例となる。つまり
Ｒが大きくなれば、Ｆも大きくなるということであ
る。この簡単な式で介護者の介護負荷量を考える
と、介護者と被介護者の間の距離が大きければ介護
者の力も同様に大きな力が求められる。逆に、両者
間の距離を短くすれば介護者の介護に使う力が小さ
く済むということである。今回の調査結果からは、
寝返り動作の介護、起き上がり動作の介護、立ち上
がりの介護について介護者と被介護者間の距離が存
在していた。この両者の距離を保つ方法で実施され
る介護方法が、介護者の介護負担を大きくしている
要因の一つであることが示唆された。この両者間の
距離については、介護者の身体の使い方で短縮する
ことが可能である。したがって、介護負担軽減の視
点から考えた支援方法の開発・導入により介護者負
担の軽減の可能性があるといえる。
２）今回の調査では、介護者の被介護者の能力に対
する評価が不十分で、被介護者が持っている能力を
活かしていない、過介護するケースが多く見られ
た。図２に示したように動作の達成は、身体能力と
介助量が反比例となる。その点を考えると介護者が
正確に被介護者の能力を評価し、残存機能を活用す
ることは、介護者の介護量（介護負担）を軽減させ
ることに繋がるといえる。例えば、寝返りは全身運
動であり、頭部の回旋、肩甲帯の回旋、上肢の持ち
上がり、体幹屈曲回旋、下肢の屈曲などの動きから
成り立っている。この一連の身体の動きを理解した
うえで、支援の必要な過程がどの点にあるかを分析
し、適切な介護量で支援するということである。24
時間365日の介護の中で残存機能を積極的に活用す
ることが、介護負担の軽減に繋がるはずである。
３）立ち上がりの介助の場面と歩行介助の場面から
は、被介護者に対して必要な正しい姿勢を取るよう
な働きかけが見られず、被介護者の動作に関する理
解が不十分であることが窺えた。被介助者の自立支
援を含めた適切なケアを行うためにも介護職員が、
写真35 写真36
図１ 図２　動作の達成
介助量
身体能力
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動作の基本理論について理解する必要があるといえ
る。これらの内容については、現行の介護福祉士養
成カリキュラム等には十分に反映されておらず、教
育内容の見直しについても検討が必要であるといえ
る。
４）介護負担の軽減という点では、適切な環境での
支援が不可欠である。そのひとつに福祉機器を活用
した支援がある。介護施設では、高さ調整（ベッド
の高さ、頭側の高さ、足側の高さ）できる電動ベッ
ドを使用していることが多いが、それらを活かした
介護が実践されていない現状が結果から浮かび上
がった。特に移動に関する支援については、これら
の機能を活かすことで、介護負担の軽減が可能であ
る。介護者の身長に合わせてベッドの高さを調整す
れば介護者の身体にかかる負担が軽減できる。起き
上がり動作の場面では、ベッドの頭側の高さ調整に
より、上半身を持ち上げる介護量を機械により代替
することが可能となる。これらの福祉用具の活用
は、負担軽減に直結するものであり、積極的な活用
が必要である。
また、今回の調査からは、無理な姿勢での介護実
践が確認された。具体的には、ベッド柵をしたまま
の状態で柵を越えて寝返りの介助をする等である。
このことは、被介護者と介護者間の距離を必要以上
に作るものであり介護者負担を大きくするものであ
る。不適切な環境での支援が不必要な負担を生んで
いるといえる。これらの状況が発生する要因は、介
護者の無知ではなく、短時間でできる支援優先とい
う視点にあると推測される。介護者の負担軽減のた
めにも現場における支援に関する優先順位の見直し
やそれを実現できる環境整備が必要な状態にあると
いえる。
５）これまで確認してきた現状から現場における介
護職員については、運動理論を十分に理解している
とは言い難い状況にあるといえる。そこでリハビリ
専門職との協働により、各介護現場、さらにはそれ
ぞれの利用者に応じた支援の在り方を検討・実践す
ることにより、介護職員の介護負担軽減に繋がる可
能性があるのではないかと考える。リハビリ専門職
については、介護老人保健施設で必置となっている
一方、介護老人福祉施設等では、配置の基準はな
く、協働する環境にないケースもある。その点を考
えると、介護老人福祉施設においては、リハビリ専
門職の配置を必須条件にすることやそれらの専門職
との連携による取り組みが確認できる場合には、報
酬を増額するなどの制度改正が必要であると考え
る。チームケアを促進するような仕組みを検討する
必要性があるといえる。
６．結論
今回の調査研究では、撮影した映像の一部静止画
面をピックアップし、その画面から介護状況の分析
を行った。そのため、静止画面からは理解できない
詳細な介護の様子について、分析することができな
かった点に本研究の限界がある。しかし、今回実施
した調査により人体力学の視点から不合理な介護方
法の実践が確認できたことは、ひとつの成果であっ
たと考える。不合理な介護は、不必要な身体的負担
を生み、介護者に対して少なからず影響を及ぼして
いることが推察され、離職理由のひとつであった、
「身体不調」・「腰痛」の発生に影響していると考え
られる。
また、今回の調査からは、被介護者の身体機能を
活かすことをしない形で介護が行われている可能性
が示唆された。持っている身体機能を長期間活用し
ないということは、身体機能の低下につながり、や
がて廃用性症候群による二次障害を生み出すことに
なる。二次障害は、新たな介護負担を生み、過剰介
護が新たな介護を生む悪循環に陥っている状況にあ
るといえる。そこで、介護負担を軽減する意味から
も被介護者の身体機能を最大限に活かす介護という
視点が必要になる。つまり、被介護者ができること
を行い、身体機能を活用する介護ということであ
る。「できる」という感覚は、被介護者の自尊心に
働きかけることにも繋がり、能動的な被介護者を生
むことにも繋がる。介護者と被介護者双方にとって
魅力ある介護ということになる。これらを実現する
ためにも、介護者が現場で実践できるような教育内
容の見直しが期待される。
最後に今回の調査からは、介護現場において福祉
機器が十分に活用されていない状況が示唆された。
先行研究でも報告があるように、福祉機器の活用
は、介護負担の軽減に繋がることが欧米を中心に広
く理解され支援場面で導入されている。その点、我
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が国においては環境整備が整いつつある一方で、福
祉機器の活用が十分にされていない現状にあり、介
護職員の思考を変え、介護負担軽減の取組みを実践
することが必要である。そのためには、サポートす
る立場にある職能団体による啓発活動や研修、大学
等の研究機関による効果の立証等が期待される。
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